
平成 30年度第１回横浜市女性活躍推進協議会 

平成 30年５月９日（水）15時 00分～17時 00分 

横浜市庁舎２階 政策局会議室 

次 第

１ 各団体情報共有 

２ 平成 30年度の活動について 

(1) 分科会の活動について

(2) 女性の就業ニーズ調査の活用について

３ 平成 30年度横浜市予算概要について（抜粋） 

４ その他



横浜市女性活躍推進協議会構成団体・員　名簿

役職 氏名

横浜商工会議所 会頭　上野　孝 理事・事務局長　
（座長）
大隅　均

神奈川経済同友会 代表幹事　石渡　恒夫 専務理事　 湧井　敏雄

神奈川県経営者協会 会長　石渡　恒夫 事務局長 二見　稔

横浜貿易協会 会長　上野　誠 常務理事 坂井　雅幸

横浜銀行協会 会長　川村　健一 専務理事　 青井　俊夫

横浜港振興協会 会長　藤木　幸夫 専務理事　 今村　裕一郎

横浜青年会議所 理事長　草島　治郎 副理事長 野路　尚弘

神奈川県中小企業家同友会 代表理事　水口　勉 事務局長 上野　貴之

横浜市男女共同参画推進協会 理事長　川名　薫 理事長 川名　薫

横浜市男女共同参画推進担当参与 アキレス　美知子 参与 アキレス　美知子

横浜市立大学　国際総合科学部　経営学コース　准教授 芦澤　美智子 准教授 芦澤　美智子

横浜市 市長　林　文子
女性活躍・男女
共同参画担当理事

齋藤　優子

（敬称略）

担当者（出席者）
団体名等 代表

主な活動内容

　①各団体の取組についての情報共有及び連携協力に関する協議等

　　 各団体で進めている取組の共有や、連携を求めたい事業等に関する協議

　②企業における女性活躍を推進するための課外解決に向けた検討

　　 企業・業界の状況を踏まえた効果的な取組策、国・行政に求める支援　等

　③市内企業・地域に対する広報啓発・ＰＲ

　　企業の経営トップに対する理解促進（好事例や市の制度の周知　等）、地域社会に向けた企業の

　取組等のＰＲ

協議会について



平成 30年度の活動について（案） 

 

 

１ 分科会活動について 

  30年度は２つの業界に対して働きかけを行っていく。また、これらの活動の成果をモデ

ルとして他の業界に広めることで、取組の促進を目指す。 

 

(1) ＩＴ業界分科会【継続】 

 30 年度は神奈川県情報サービス産業協会に加盟している企業を対象に、経営者向け啓発セ

ミナー及び女性管理職育成研修を実施予定。実施は同協会内の組織である「女性活躍ダイバ

ーシティ委員会」を中心として、「教育研修委員会」と連携して実施。市はセミナーの研修講

師費の負担と実施報告書の作成を担う。 

ア 経営者向け啓発セミナー 

平成 30 年８月 21日（火）15：00－17：00 

イ 女性管理職育成研修の概要 

    平成 30 年９月 26日（水）、10月 24日（水）、11月 28日（水）（全３回、半日） 

 

(2) 製造業界分科会【新規】 

   女性比率 23.6％。そもそも、現場で女性が働くというイメージが雇用側にない。化学

系メーカーや品質管理部門など、女性が多くいる業種・部門もあるが、仕事が男女で役

割分担されているところに、さらに女性を雇用する意識はない。管理・総務部門なら女

性管理職は一部いるが、現場にはほとんどいない。業界団体（一般社団法人 横浜市工業

会連合会）としては、現時点で人手不足であり、将来的にはさらに不足していくと感じ

ているが、経営者側の意識にも差がある。 

そこで、継続的に女性が働ける職場を創出・増やしていくため、一般社団法人 横浜市

工業会連合会と連携して分科会設置の検討を進める。 

 

２ 29 年度のフォローアップについて 

 (1) 建設業界 

   29年度の活動で一区切りとし、30年度は分科会は設置せず、フォローアップや支援を

行う。 

ア 29 年度に報告した活動成果に基づく業界の取組の状況のフォローアップ 

イ 29 年度に作成した業界の魅力ＰＲパンフレットの活用状況のフォローアップ 

ウ 29 年度に分科会に参加した女性メンバーが継続してつながっていくための支援 

 

 (2) 倉庫業界 

30 年３月８日に社会保険労務士によるセミナー「働き方改革・女性活躍推進を実現す

るための助成金活用法」を開催した（参考資料参照）。結果を受けて、倉庫協会としての

取組に適宜協力、支援していく。 

資料１ 

裏面あり 



２ 全体スケジュール案 

 

 協議会 ＩＴ業界分科会 製造業界分科会 その他(建設、倉庫) 

４月     

５月 ９日第１回協議会 

 
   

６月     

７月     

８月  21 日 

経営者向け啓発セミ

ナー 

  

９月  26 日 

女性管理職育成研修

① 

  

10月  24 日 

女性管理職育成研修

② 

  

11月  28 日 

女性管理職育成研修

③ 

  

12月     

１月     

２月     

３月     

 
 
３ 女性の就業ニーズ調査の活用について 

  資料２参照 

第２回協議会 

女性の就業ニーズ

調査の活用検討 
フォローアップの

実施 

第３回協議会 

報告書作成 

メンバー選定 

第１回分科会 

第２回分科会 

第３回分科会 



「働き方改革・女性活躍推進を実現するための助成金活用法」講演会 

 

１ 開催日時  

平成 30年３月８日 

２ 主催    

神奈川倉庫協会業務企画委員会、女性活躍推進小委員会 

３ 講演会演題  

「働き方改革・女性活躍推進を実現するための助成金活用法」 

・なぜ女性の活躍や働き方改革が必要なのかを、人口構造の急速な変化を背景とした介護人

口の増加や労働力人口の減少をもとに説明し、企業が取り組める対策や利用できる補助金等

について講演。 

４ 講師  

菊地 加奈子氏（社会保険労務士法人 ワーク・イノベーション） 

５ 参加人数  

29名（うちアンケート回答者 24 名） 

アンケート結果 

・回答者全員が講演会参加前と比べて女性活躍を推進しようという意識が高まったと回答した。 

・各種助成金を利用したことがあると回答したのは３名、知っていたが利用したことがないのは

７名、制度自体知らなかったと回答したのは 12名だった。 

・今後助成金を活用したいかについては、活用したいと回答したのは 15名だった。 

 

 

 

  
 

 

講演会参加前と比べて、女性活躍を 

推進しようという意欲が高まりましたか 

 

とても理解できた

７名

理解できた

15名

あまり理解できなかった

１名

働き方改革の重要性についての理解が 

深まりましたか 

利用したこと

がある

３名

知っていたが利用

したことがない

７名

制度自体を知らな

かった

12名
活用したい

15名
活用したいが、今

のままでは難しい

２名

特に活用す

る気はない

１名

わからない

４名

各種助成金（両立支援等助成金・ 

キャリアアップ助成金）について 

 

今後、助成金の活用について 

参考資料 

大いに高まった

６名

高まった

16名











平成29年7月作成　パンフレットNo.7



｢キャリアアップ助成金｣は、有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者など、非正規雇用労働者の企業内での
キャリアアップ等を促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成する制度です。 

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク 

（事業主の方へ） 

◆ 生産性の向上が認められる要件は、厚生労働省HP「生産性を向上させた企業は労働関係助成金が割増されます」をご確認ください。 
◆ すべてのコースにおいて、助成人数や助成額に上限があります。 

非正規雇用労働者のキャリアアップを支援します！ 

キャリアアップ助成金のご案内 

                         
LL300411作成 No.1 

※ 人材育成コースについては、平成30年度から「人材開発支援助成金」に統合されました。 

助 成 内 容                   助 成 額  
 ※＜ ＞は生産性の向上が認められる場合の額 

中小企業の場合 大企業の場合 

正社員化 
コース 

有期契約労働者等を正規
雇用労働者等に転換又は
直接雇用した場合 
（１人当たり） 
 

① 有期 → 正規 57万円＜72万円＞ 42万7,500円＜54万円＞ 

➁ 有期 → 無期 28万5,000円＜36万円＞ 21万3,750円＜27万円＞ 

③ 無期 → 正規 28万5,000円＜36万円＞ 21万3,750円＜27万円＞ 

※ 正規には「多様な正社員（勤務地・職務限定正社員、短時間正社員）」を含みます。      

※ 派遣労働者を派遣先で正規雇用で直接雇用する場合、 

   ①③：１人当たり28万5,000円＜36万円＞（大企業も同額）加算 

※ 母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合、若者認定事業所で35歳未満の対象労働者を転換等した場合、 

     ①：１人当たり95,000円＜12万円＞（大企業も同額）加算、 

   ②③：47,500円＜60,000円＞（大企業も同額）加算 

※ 勤務地・職務限定正社員制度を新たに規定した場合、 

     ①③：１事業所当たり95,000円＜12万円＞（大企業の場合、71,250円＜90,000円＞）加算 

賃金規定等 
改定コース 

全て又は一部の有期契約
労働者等の基本給の賃金
規定等を、増額改定した
場合 
（対象労働者数に応じて、
１事業所当たり） 

① 全ての賃金規定等を2％以上増額改定 

対象労働者数 １～３人 95,000円＜12万円＞ 71,250円＜90,000円＞ 

４～６人 19万円＜24万円＞ 14万2,500円＜18万円＞ 

７～10人 28万5,000円＜36万円＞ 19万円＜24万円＞ 

11～100人 ＊１人当たり 28,500円＜36,000円＞ 19,000円＜24,000円＞ 

② 雇用形態別、職種別等の賃金規定等を2％以上増額改定 

対象労働者数 １～３人 47,500円＜60,000円＞ 33,250円＜42,000円＞ 

４～６人 95,000円＜12万円＞ 71,250円＜90,000円＞ 

７～10人 14万2,500円＜18万円＞ 95,000円＜12万円＞ 

11～100人 ＊１人当たり 14,250円＜18,000円＞ 9,500円＜12,000円＞ 

※ 中小企業において3％以上増額した場合、 

   ①：１事業所当たり14,250円＜18,000円＞加算、②：１事業所当たり7,600円＜9,600円＞加算 

※「職務評価」の手法の活用により実施した場合、 

   １事業所当たり19万円＜24万円＞（大企業の場合、14万2,500円＜18万円＞）加算 

健康診断 
制度コース 

有期契約労働者等を対象に「法定外の健康診断制度」
を新たに規定し、４人以上に実施した場合 
（１事業所当たり） 

38万円＜48万円＞ 28万5,000円＜36万円＞ 

賃金規定等 
共通化 
コース 

有期契約労働者等と正社員との共通の賃金規定等を新
たに規定・適用した場合 
（１事業所当たり） 

57万円＜72万円＞ 42万7,500円＜54万円＞ 

※ 対象となる有期契約労働者等１人当たり 

   ２万円＜2.4万円＞（大企業の場合、1.5万円＜1.8万円＞）加算 

諸手当制度 
共通化 
コース 

有期契約労働者等と正社員との共通の諸手当制度を新
たに規定・適用した場合 
（１事業所当たり） 

38万円＜48万円＞ 28万5,000円＜36万円＞ 

※ 対象となる有期契約労働者等１人当たり 

   1.5万円＜1.8万円＞（大企業の場合、1.2万円＜1.4万円＞）加算 

※ 共通化した諸手当２つ目以降につき、１手当当たり 

   16万円＜19.2万円＞（大企業の場合、12万円＜14.4万円＞）加算 

選択的適用 
拡大導入時 
処遇改善 
コース 

選択的適用拡大の導入に
伴い、社会保険適用とな
る有期契約労働者等の賃
金引上げを実施した場合
（基本給の増額割合に応
じて、１人当たり） 

増額割合 3％以上5％未満 19,000円＜24,000円＞ 14,250円＜18,000円＞ 

5％以上7％未満 38,000円＜48,000円＞ 28,500円＜36,000円＞ 

7％以上10％未満 47,500円＜60,000円＞ 33,250円＜42,000円＞ 

10％以上14％未満 76,000円＜96,000円＞ 57,000円＜72,000円＞ 

14％以上 95,000円＜12万円＞ 71,250円＜90,000円＞ 

短時間 
労働者 
労働時間 
延長コース 

有期契約労働者等の週所
定労働時間を５時間以上
延長し、社会保険を適用
した場合 
（１人当たり） 

５時間以上延長 19万円＜24万円＞ 14万2,500円＜18万円＞ 

※ ただし、上記「賃金規定等改定コース」又は「選択的適用拡大導入時処遇改善コース」と併せて実施し、 

  労働者の手取り賃金が減少しない取組をした場合は、以下の通り１時間以上５時間未満の延長でも助成 

１時間以上２時間未満 38,000円＜48,000円＞ 28,500円＜36,000円＞ 

２時間以上３時間未満 76,000円＜96,000円＞ 57,000円＜72,000円＞ 

３時間以上４時間未満 11万4,000円＜14万4,000円＞ 85,500円＜10万8,000円＞ 

４時間以上５時間未満 15万2,000円＜19万2,000円＞ 11万4,000円＜14万4,000円＞ 



キャリアアップ計画の作成・提出 

就業規則に基づく 
正社員等へ転換 

支給申請 

＜事業主＞ 

正社員化コース 

支給審査 

支給決定 

＜労働局･ハローワーク＞ 

｢キャリアアップ助成金｣の活用に当たっては、 

事前に「キャリアアップ計画」(労働組合等の意見を聴いて作成)等を作成し、 

提出することが必要です。 

取組の実施 
 

（就業規則の改定等） 

就業規則の改定 
 

（正社員等への転換 
 規定がない場合） 

転換後６ゕ月の 
賃金の支払い 

 
（転換前と比較して５％ 
 以上賃金が増額してい 
 る必要があります。） 

◆ その他の支給要件等もありますので、まずは最寄りの都道府県労働局、ハローワークに 
お問い合わせください（支給要件を満たさない場合は助成金を受給することができません）。 

◆ 詳細なパンフレットは、厚生労働省ホームペー  
    ジに掲載しておりますのでご確認ください。 

 キャリアアップ助成金 検  索 

就業規則等の改定
方法の相談等 

取組後６か月の 
賃金の支払い 

 
 （健康診断制度コースは 
  取組の実施日を含む月 
  の分の賃金の支い。） 

処遇改善関係コース 
（正社員化コース以外） 

キャリアアップ 

計画の作成援助 

・認定 

                            
LL300411作成 No.1 
 



女性の就業ニーズ調査活用案について 

 

１ 女性の就業ニーズ調査結果について 

  別紙参照 

 

２ 活用方法について 

柔軟な働き方の導入を進めていくために、女性の就業ニーズ調査結果を踏まえた啓発 

チラシを市内企業に配布する。 

 

チラシ掲載内容 

（１）ニーズ調査結果概要 

（２）特に企業に知ってもらいたいニーズ調査結果項目 

  【項目例】  

・女性が働く上で企業に求められること 

  ・女性が仕事をする上での悩みや不安 

 ・女性が経営者層・管理職に就くことへの希望割合 など 

  （３）企業の男女共同参画の実態（男女共同参画に関する事業所調査） 

    【項目例】 

     ・ワーク・ライフ・バランス実現のために必要なこと及びその実施状況 

・女性の雇用・登用を進める上での課題 

・女性管理職の割合  など 

 

 

 

（４）男女がともに働きやすい職場環境づくりのチェックリスト 

    【リスト例】 

    ・時間や場所にとらわれない働き方の制度があるか 

（フレックスタイム、短時間勤務、在宅勤務/テレワーク） 

     ・従業員が育休、介護休、看護休等の制度を使いやすいよう周知しているか 

     ・ワーク・ライフ・バランスの実現や男女がともに力を発揮できる職場環境づく 

りに向けた、研修や意識啓発等を実施し、社内で共有しているか  など 

        （表面）                           （裏面） 

 

資料２ 

 
女性の就業ニーズ調査 

結果概要 

特に企業に知って 

もらいたいニーズ調査

結果項目 

 
企業の男女共同参画 

の実態 

チェックリスト 

グッドバランス賞ＰＲ 

男女共同参画に関する事業所調査 
市内事業所における男女共同参画の取組の現状を把握し、横浜市男女共同参画行動計

画に基づく重点事業を立案するための基礎資料（平成 29 年度実施、別紙参照） 





「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づき、「日本一女性が働きやすい、働きがいの

ある都市」の実現に向け、国の交付金も活用し、施策を推進します。また、市内に３館ある

男女共同参画センターを拠点として、男女が互いに人権を尊重し、あらゆる分野に対等に参

画できる社会の実現を目指します。

（㉚767 百万円 ㉙664 百万円） 

１ 「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づく重点施策の推進

≪取組分野Ⅰ：あらゆる分野における女性の活躍≫ 

・ 地域限定主婦層就労支援事業（２百万円）

地域限定の主婦層の職住近接モデル創設のために、金沢臨海部をモデルとし、主婦

層と企業に向けて雇用・就労に必要な支援、及び金沢臨海部における取組例の広報・

PR を実施 

・ 横浜女性ネットワーク会議の開催（６百万円）

≪取組分野Ⅱ：安全・安心な暮らしの実現≫ 

・ DV 関連事業（１百万円）

暴力防止キャンペーン、若者向け暴力防止啓発、DV施策推進連絡会の開催 

≪取組分野Ⅲ：男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり≫ 

・ よこはまグッドバランス賞（９百万円）

男女がともに働きやすい職場づくりに取り組む市内中小企業を「よこはまグッドバ

ランス賞」として認定

認定企業の PR 強化と学生の今後のライフキャリア形成につなげるため、認定企業

と大学生・既卒生等との交流会を開催 

・ 働き方改革の普及・啓発（２百万円）

働き方改革に関するセミナーとよこはまグッドバランス賞認定事業所を中心とし

た企業の交流会を同時開催し、働き方改革の強い動機づけを行うとともに、併せてよ

こはまグッドバランス賞を PR 

≪取組分野Ⅳ：推進体制の整備・強化≫ 

・ 横浜市女性活躍推進協議会における広報啓発事業の実施（３百万円）

女性の登用や働き方改革を推進する上で各業界団体が抱える課題について、解決方

法の検討、ベストプラクティスの共有及び市内企業・地域に向けた広報・PR 

・ 男女共同参画に関する調査（３百万円）

男女共同参画の現状を把握し、男女共同参画行動計画の策定や進捗管理を行うため

の参考資料とするために市民意識調査を実施 

２  男女共同参画センターを拠点とした施策の推進（735百万円） 

・ 指定管理者制度による男女共同参画センター３館の運営（554百万円）

・ 男女共同参画に関する啓発、相談、講座事業を実施するほか、市民の皆様の自主的な

活動の支援（69百万円）

・ 男女共同参画センター横浜南での設備の更新＜ESCO 事業＞（113百万円）

女性が働きやすく活躍できるまちの実現 

平成 30年度 横浜市政策局予算概要抜粋 資料３ 



① 集客力のある百貨店等との連携・協働の後押し

《拡充》輝く女性起業家プロモーション事業 800 万円【P39】 

集客力のある百貨店等と連携し、注目度の高い場での商品販売や事業ＰＲを通じて販

売ノウハウを実践的に学ぶことで、女性起業家の更なる成長・飛躍の契機とします。

30 年度は、多くの百貨店等のバイヤーなどに向けた女性起業家の商品や事業の展示会

を新たに開催することにより、女性起業家とのマッチングの可能性を更に拡大します。 

併せて、女性の起業を身近なものと感じていただけるよう、女性起業家の活躍を広く

アピールしていきます。

② 創業から成長・発展を支援するオフィスの提供

スタートアップオフィス運営事業 590万円【P39】

スタートアップオフィス『Ｆ－ＳＵＳよこはま』（ｴﾌｻｽ

ﾖｺﾊﾏ）を運営し、個々の女性起業家の状況に即した適切な

情報提供や助言を行うなど、創業から成長まで一貫して 

支援します。 

③ ビジネスチャンスにつながるネットワーク形成支援

女性起業家ネットワーク事業 520万円【P39】 

女性起業家等が集う『横浜ウーマンビジネスフェスタ』

を、『横浜女性ネットワーク会議』（政策局）と合同で開催

し、発信力を強化することで、女性同士の幅広いネットワ

ーク形成を支援します。併せて、商品・サービスＰＲ販売

やテストマーケティング、事業プレゼンテーション等を学

ぶ継続的な支援プログラムを実施することにより女性起

業家の更なる成長につなげます。
事業プレゼンテーションの場『ＣＨＥＥＲ！』（ﾁｱ） 

（２） 女性起業家の成長ステージにあわせた創業・発展支援

F-SUS よこはま

大型商業施設での出店 百貨店での出店

平成30年度　横浜市経済局予算概要抜粋



 

① 多様で柔軟な働き方の普及、啓発の推進

ワークスタイルプロモーション事業※ 920 万円【P51】

[※]地方創生推進交付金 1/2 充当 

中小企業女性活躍推進事業（P18②の一部） 1,727万円【P36】 

市内中小企業等や市民を対象とした、多様で柔軟な働き方や在宅勤務（テレワーク・ク

ラウドソーシング）に関する普及・啓発セミナー及び研修会等を実施します。

また、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方が可能となるよう、テレワークを推進す

る企業に必要経費を助成します。

さらに、市内中小企業等で、多様で柔軟な働き方に取り組んでいる企業や、その導入の

ポイント、また働きやすい先進的なオフィス環境を整備している企業等を紹介する冊子を

作成・配布します。これにより、横浜での新しいワークスタイル（働き方）の魅力を発信

します。

② 多様で柔軟な働き方の創出を目指す中小企業への相談窓口の設置

ワークスタイル相談事業※ 480 万円【P51】

[※]地方創生推進交付金 1/2 充当 

人手不足の解消や労働生産性の向上等を目指す市内中小企業の経営者や人事・労務担当

者等を対象に、就業規則の改正や労務環境の整備、

テレワークの導入等、多様で柔軟な働き方の創出

等に関する相談について、実績のあるコンサルタ

ント等が応対します。

このことにより、新たな雇用や魅力ある職場環

境の創出、育児・介護等での離職防止等、市民に

とっての働きやすいまちを目指します。

ワークスタイル相談事業チラシ

（１） 多様で柔軟な働き方の創出

実践に向けたクラウドソーシング研修会（市民向け） 働き方イノベーションフォーラム（企業向け） 



① 若者や女性、中高年齢者など個々のニーズに応じて一貫した就職サポート

《拡充》「横浜で働こう！」推進事業 4,840 万円【P49】 

『横浜市就職サポートセンター』を運営し、個別相談やセ

ミナー、インターンシッププログラムなどの就労支援を引き

続き実施します。

30 年度は、シニア層を対象とした企業説明会等を新たに

開催します。

また、合同就職面接会などによる求職者と採用担当者との

面談の場を提供します。

② 女性がいきいきと活躍する中小企業・職場・ひとづくりの支援

中小企業女性活躍推進事業 1,727万円【P36】 

《拡充》「横浜で働こう！」推進事業(P18①の一部再掲) 4,840 万円【P49】 

中小企業においても女性の活躍推進が、商品開発力の向上や人材確保・育成など企業の成

長・発展につながる、重要な経営戦略であると理解し、実践いただくための取組を行います。 

ア 中小企業経営者向けの普及・啓発セミナーを開催

イ ウェブサイト『Ｃａｒｅｅｒ小町』（ｷｬﾘｱｺﾏﾁ）をＳＮＳ※などの発信力のある媒体を活用し、女性

活躍に取り組む市内中小企業の情報などを効果的に発信

ウ 女性が働きやすい環境を整えるための就業規則の改定や、女性用更衣室の設置、テレ

ワーク導入などにかかる経費の助成

エ 社会保険労務士やコンサルタント等の専門家を直接派遣し、企業の実情に応じた具体的

なアドバイスの実施 

さらに、『横浜市就職サポートセンター』において、育児・介護等の経験がある女性相

談員による個別相談や、キャリアブランクのある女性のインターンシップを受け入れる市

内中小企業等を開拓するなど、女性の再就職、職場復帰を支援します。

[※]ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービス。人と人とのつながりを促進・サポートするコミ 
ュニティ型のサービス及びウェブサイト 

（２） 経済成長を支える人材の活躍、技能の振興

インターンシッププログラム
における企業との交流会

女性活躍推進公開セミナー ウェブサイト『Career 小町』
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